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問質般一

識
経
験
者
の
意
見
を
聞
き
な
が
ら
、
検

討
し
て
い
き
た
い
。

 

教
育
力
の
向
上
に
つ
い
て

中
学
校
へ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス

ク
ー
ル
導
入
に
つ
い
て
問
う

育
て
た
い
子
ど
も
像
や
学
校
像
を

地
域
と
の
共
通
目
標
に
し
て
各
種

取
り
組
み
を
行
う
の
が
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
ひ
と
つ
の
核
で
あ

る
。
対
外
的
に
も
評
価
を
受
け
、
昨
年

は
宮
竹
小
学
校
が
文
部
科
学
大
臣
表
彰

を
受
賞
し
た
。
地
域
と
関
わ
る
こ
と
が

多
い
総
合
的
な
学
習
を
中
心
に
、
今
ま

で
以
上
の
地
域
の
支
援
の
も
と
、
中
学

校
と
そ
の
校
区
の
小
学
校
と
の
連
携
を

強
め
、
中
学
校
の
教
育
力
の
向
上
に
努

め
て
い
き
た
い
。

新
博
物
館
を
中
心
に
市
史
編
纂
の

準
備
を
進
め
る
べ
き
で
は
な
い
か

合
併
15
周
年
を
迎
え
、
専
門
家
の

方
々
の
ご
協
力
を
得
な
が
ら
資
料

の
収
集
や
調
査
研
究
の
状
況
を
把
握
し
、

市
史
編
纂
に
向
け
た
準
備
を
進
め
る
時

期
に
来
た
と
考
え
て
い
る
。

 

切
れ
目
の
な
い
子
育
て
支
援
策
に

 

つ
い
て健

康
福
祉
セ
ン
タ
ー
を
、
子
育
て

の
拠
点
と
し
て
ど
の
よ
う
に
整
備

し
て
い
く
の
か

出
産
子
育
て
応
援
事
業
の
利
用
者

や
相
談
者
が
増
加
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
相
談
室
の
増
築
を
行
い
、
３
歳

６
か
月
児
健
診
に
お
け
る
斜
視
や
屈
折

異
常
の
早
期
発
見
を
図
る
た
め
の
視
力

検
査
室
の
整
備
な
ど
を
行
う
。
施
設
全

体
を
明
る
い
雰
囲
気
に
す
る
こ
と
を
基

本
と
し
て
、
子
育
て
世
代
が
妊
娠
か
ら

育
児
ま
で
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
相
談
で
き

る
、
包
括
的
な
子
育
て
拠
点
と
し
て
整

備
し
て
い
く
。

 

公
共
施
設
の
名
称
に
つ
い
て

旧
来
の
施
設
名
称
に
と
ら
わ
れ
な

い
、
新
た
な
切
り
口
で
の
公
共
施

設
の
在
り
方
を
検
討
で
き
な
い
か

２
０
２
３
年
春
の
北
陸
新
幹
線
県

内
全
線
開
業
を
控
え
、
既
存
の
公

共
施
設
の
名
称
変
更
は
重
要
施
策
の
一

つ
と
し
て
捉
え
て
い
る
。
専
門
家
や
学

支
援
体
制
強
化
に
取
り
組
む
。
妊
娠
期

か
ら
18
歳
ま
で
の
切
れ
目
な
い
支
援
、

教
育
相
談
支
援
、
社
会
福
祉
協
議
会
と

の
連
携
で
経
済
支
援
強
化
を
図
っ
て
い

く
。

 

「
老
後
破
壊
」
防
ぐ
支
援
を
は
か
れ

消
費
税
増
税
、
年
金
の
実
質
引
き

下
げ
で
「
生
活
は
厳
し
い
」
の
認

識
は
あ
る
か

消
費
物
価
は
連
続
36
か
月
上
昇
し
、

年
金
は
0.2
％
プ
ラ
ス
改
訂
で
す
が
、

物
価
上
昇
率
（
0.5
％
）
よ
り
抑
え
ら
れ
、

生
活
費
の
厳
し
さ
は
理
解
し
て
い
る
。

あ
ん
し
ん
相
談
セ
ン
タ
ー
窓
口
へ
の
相

談
も
多
く
な
っ
て
お
り
、
丁
寧
な
支
援

を
進
め
る
。

新
年
度
の
課
税
世
帯
へ
の
公
衆
浴

場
入
浴
代
100
円
の
徴
収
、
い
き
い

き
安
心
医
療
費
助
成
制
度
の
廃
止
は

「
高
齢
者
へ
の
理
解
」
と
は
逆
行
で
な

い
か

緊
急
通
報
シ
ス
テ
ム
支
援
、
日
常

生
活
用
具
給
付
な
ど
自
己
負
担
の

軽
減
に
取
り
組
み
、
買
い
物
支
援
な
ど

の
互
助
活
動
支
援
と
し
て
「
の
み
地
域

力
支
援
フ
ァ
ン
ド
」
を
立
ち
上
げ
財
政

的
支
援
を
図
る
。

 

子
ど
も
の
貧
困
連
鎖
防
ぐ
対
策
を

市
の
ひ
と
り
親
世
帯
の
調
査
で
は
、

児
童
扶
養
手
当
を
申
請
し
て
い
る

方
の
う
ち
、
相
対
的
貧
困
線
を
下
回
る

割
合
は
47
％
で
あ
る
。
年
収
300
万
円
以

下
は
67
％
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
子
ど
も

の
大
学
進
学
は
あ
き
ら
め
て
い
る
人
が

47
％
を
占
め
、
生
活
と
就
学
の
た
め
の

経
済
支
援
を
求
め
て
い
る
こ
と
が
明
ら

か
と
な
っ
た
。
具
体
的
経
済
的
支
援
を

強
化
す
べ
き
で
な
い
か

就
学
援
助
の
対
象
拡
大
を
す
す
め
、

国
基
準
に
対
応
し
て
増
額
し
、
卒

業
ア
ル
バ
ム
代
も
追
加
す
る
な
ど
充
実

を
図
っ
て
い
る
。
市
単
独
事
業
と
し
て
、

ひ
と
り
親
の
医
療
費
助
成
は
所
得
制
限

及
び
自
己
負
担
な
し
で
行
い
、
福
祉
手

当
給
付
も
実
施
し
て
い
る
。

個
人
・
家
庭
に
寄
り
添
っ
た
丸
ご

と
支
援
体
制
を
と
る
べ
き
で
な
い

か
「
安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
育
て
、

子
育
て
の
喜
び
を
実
感
で
き
る
ま

ち
づ
く
り
」
と
し
て
、
切
れ
目
の
な
い
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新型コロナウイルス感染症対策に
関する意見書を提出

　令和2年3月9日に、衆参両院議長、内閣総理大臣など、関連する国の機関へ、能美市議会としてコ
ロナウイルス感染症対策に関する下記の内容の意見書を全会一致で提出しました。
　通常であれば、意見書は議会最終日に採択されますが、緊急性を要するものとして、議会定例会一
般質問1日目に協議・採択されました。

　国や石川県で緊急事態宣言が発出され、市内においても感染が確認
される状況の中、感染拡大を防止し、市民の生命と健康を守るため、
令和２年４月15日に「新型コロナウイルス感染症対策に関する要望
書」を能美市議会から井出市長へ提出しました。要望した内容は、以
下のとおりです。

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

国内における感染拡大の防止に努め、感染者への徹底した追跡調査及び適切な措置を行
うこと
国民が冷静に行動できるよう、咳エチケットや手洗い等の基本的な感染予防を周知徹底
するとともに、個人情報等に配慮しながら、迅速で正確な情報提供を進めること
マスク、消毒用アルコール等の安定供給がなされるよう、関係機関と協議・調整をする
こと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
感染症指定医療機関の診療体制に万全を期すとともに、今後の状況の悪化も想定した対
策を講じること
公・私立学校、幼稚園・保育所・認定こども園、社会福祉施設等への正確な情報伝達と
ともに、感染予防の取り組みを徹底すること
観光産業及びその関連産業に対する風評被害への対応、特に中小企業・小規模事業者に
対する資金融資や補助金等の切れ目のない支援、及びその周知を速やかに進めること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
感染拡大防止に万全を期すため、空港・港等における水際対策の強化を一層強め、関係
諸機関と連絡を密にすること

地方自治体や医療機関と連携し、相談窓口の周知徹底を図るとともに、相談体制等強化充実を一層進めるととも
に、ＰＣＲ検査実施の判断を保健所に確認せずに、医師の判断で行えるようにすること。なお、ＰＣＲ検査につい
ては検査機器の台数を追加するとともに、民間力を活用すること

1
2
3
4
5

1
2
3
4
5

市民に対し、迅速な情報提供に努めること（外国人市民に対しても）

園児や児童・生徒の安全確保と精神的ケアに努めること

個人事業主、中小企業等へのさらなる経済的支援策を講ずること

新型コロナウイルス感染症患者及びその家族のプライバシー保護を徹底すること

新型コロナウイルス感染症対策を実行するために必要な予算措置を講ずること

新型コロナウイルス感染症対策
に関する要望書を市に提出

小中学校休校による、児童、生徒の保護者に対する休業補償を速やかに実施すること

周辺諸国との連携の強化と広域的な対応についての早急な体制整備

上記のほか、必要な立法化や国庫負担等の措置を速やかに講じること


